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公共施設等の総量抑制について

～柏市公共施設等総合管理計画「施設白書編」を踏まえて～

１ 公共施設（建物）

(1) 人口推計に基づく試算

柏市では，これまで市民生活に必要な公共施設の整備を行ってきました

が，現在の人口１人あたりの公共施設の保有量（延床面積）は１．８８㎡

／人で，中核市平均３．２４㎡／人と比較して少ない状況にあります。

このため，現在の保有量を適正と考え，人口推計に基づく人口動態を踏

まえて４０年後の保有量を試算しました。この結果，現在と同等の保有水

準とするためには，約１３％の縮減が必要になると考えられます。

表 1 現在の延床面積に対象年齢別の人口増減率（2055 年/2015 年）乗じた場合の将来の延床面積

延床面積の縮減率：13.3％

※施設の用途別に対象年齢層を設定し，対象年齢別の人口増減率に比例する形で 40 年後の延床面

積の試算を行いました。保有量としては，現在と同等の水準が維持されるものと考えられます。
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(2) 財政負担に基づく試算

・今後４０年間で，大規模改修や更新に必要な事業費は，

約３，１６９億円（約７９億円／年）…①です。

・これに対して，今後４０年間で大規模改修や更新に振り向けられる額を，

過去１０年間の実績を基に試算すると，

約１，３４８億円（約３４億円／年）…②です。

・このままでは，

約１，８２０億円（約４６億円／年）…③

の収支ギャップ（必要額①の５７．４％）が生じます。

この収支ギャップを解消するため，公共施設の延床面積の縮減した場合

に見込まれる財政負担の削減額について，試算を行いました。

・延床面積を１％縮減した場合の財政負担の削減見込額は，

約６１億円（約１５２百万円／年）…④です。

大規模改修・更新費 約３２億円（約 ７９百万円／年）

（40 年間の更新費用 3,169 億円×1％＝約 32 億円）

管理運営コストの削減 約２９億円（約 ７３百万円／年）

（年間市負担額 194 億円×40 年分×削減効果率 37.5％×1％＝約 29 億円）

計 約６１億円（約１５２百万円／年）

・③の収支ギャップ約１，８２０億円（約４６億円／年）を，延床面積の

縮減のみで解消しようとする場合，今後４０年間で，約３０％（③÷④）

の縮減が必要になります。

公共施設を１％縮減するごとに，

管理運営コスト約29億円

の削減が見込まれます。

公共施設を１％縮減するごとに，

大規模改修・更新費約32億円

の削減が見込まれます。
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(3) 公共施設（建物）の総量抑制

「施設白書編」の数値を基に試算を行った結果，人口推計に基づく試

算では約１３％の縮減が必要と考えられる一方，財政負担に基づく試算

では約３０％の縮減が必要との結果が出ました。

これを踏まえ，必要な公共施設の量を確保しつつ，収支ギャップを解

消するため，延床面積の縮減を進めるとともに，歳入確保の強化及び歳

出抑制の推進に取り組んでいきます。

なお，具体的な取組項目や数値目標の設定については，平成２８年度

に柏市公共施設等総合管理計画「基本方針編」をとりまとめる中で検討

を進めていきます。

【公共施設（建物）の総量抑制に係る試算結果】

・人口推計に基づく試算 「約１３％の縮減が必要」

・財政負担に基づく試算 「約３０％の縮減が必要」

【市の取組】

①延床面積の縮減

主な取組 ⇒施設の多用途化（複合的な利用），集約・統合

施設の廃止，転用

民間施設の活用，サービス提供方法の変更 など

②歳入確保の強化及び歳出抑制の推進

主な取組 ⇒市有財産の有効活用（余剰地売却，貸付等）

（歳入確保） 国庫補助交付金，地方債の特例措置等の活用

受益者負担の適正化

公共施設整備基金の活用 など

主な取組 ⇒事業の外部化（指定管理者制度，民間委託の導入等）

（歳出抑制） 施設管理の効率化（一元管理，ＥＳＣＯ事業の導入等）

施設長寿命化（大規模施設・防災拠点への重点投資）

保全の重点化（改修部位の精査） など

【数値目標】

今回の試算結果を踏まえ，柏市公共施設等総合管理計画「基本方針編」

の策定を進める中で検討（平成２８年度）
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２ インフラ施設

(1) 将来の更新投資費用の推計方針

表 2-1 で は，「施設白書編」で整理した各分野における推計

方針を示しています。雨水排水施設を除き，将来の更新投資費

用の推計を行っており，分野によって推計期間等に違いはあり

ますが，いずれも施設の長寿命化によるコストの抑制や更新投

資の平準化を図ることを前提に推計を行っています。

表 2-1 各分野の推計方針のまとめ

分 野

推 計 方 針

推 計 対 象 推 計 期 間 推 計 の 考 え 方

上 水 道 ・水 道 施 設（ 土 木

構 造 物 ， 建 築

物 ， 機 械 ・ 電 気

設 備 等 ）及 び 管

路 に 係 る 建 設

改 良 費

・ 60 年 間

( 平 成 28 年 度 ～ 平

成 87 年 度 )

・ 柏 市 水 道 事 業 ビ ジ ョ ン (平 成 27 年 12

月 )に お け る ア セ ッ ト マ ネ ジ メ ン ト 検

討 方 針 を 踏 ま え ，各 施 設 の 使 用 実 績 や

種 別 や 材 質 等 に 基 づ い て 定 め ら れ た

柏 市 独 自 の 更 新 基 準 年 数 を 基 本 と し

た 事 業 計 画 実 施 時 に 必 要 と な る 資 本

的 支 出 額 を 推 計

雨 水 排 水

施 設

・ 管 路 ， 調 整 池 ・

学 校 貯 留 施 設 ，

雨 水 ポ ン プ

・ 特 に 定 め ず ・検 討 中（ 現 在 は ，事 後 保 全 の 考 え 方 に

基 づ き 管 理 し て い る 。個 別 の 施 設 管 理

計 画 に つ い て は ，今 後 策 定 す る 予 定 ）。

下 水 道 ・下 水 道 管 路（ 現

段 階 で 劣 化 し

て い る 管 き ょ ）

・ 10 年 間

( 平 成 28 年 度 ～ 平

成 37 年 度 )

・ 柏 市 下 水 道 事 業 中 長 期 経 営 計 画 (平 成

28 年 2 月 )に 基 づ き ， ス ト ッ ク マ ネ ジ

メ ン ト 手 法 の 導 入 に よ り 事 業 費 の 平

準 化 を 図 る こ と を 想 定

道 路 ・ 橋 梁 ・ 道 路 舗 装 (幹 線

道 路 ， 生 活 道

路 ) ， 橋 梁 等 重

要 構 造 物 及 び

道 路 付 属 物 ※

等 に 係 る 維 持

管 理 費

※ 排 水 施 設 ，道 路

照 明 柱 ，エ ス カ

レ ー タ ・エ レ ベ

ー タ ， 道 路 標

識 ，カ ー ブ ミ ラ

ー

・ 40 年 間

( 平 成 28 年 度 ～ 平

成 67 年 度 )

○ 道 路 舗 装

・ 柏 市 道 路 維 持 修 繕 管 理 方 針 ( 舗 装

編 )(平 成 27 年 4 月 )に 基 づ き ，幹 線 道

路 を 対 象 に 予 防 保 全 型 維 持 管 理 を 導

入 し た 時 の 推 計 値

○ 橋 梁

・柏 市 橋 梁 長 寿 命 化 修 繕 計 画 (平 成 25 年

3 月 )に 基 づ き ，予 防 保 全 型 の 維 持 管 理

導 入 時 の 推 計 値

○ そ の 他

・現 状 の 維 持 管 理 費 用 に 基 づ く ，柏 市 推

計 値

公 園 ・園 路 広 場 ，植 栽

を 除 く ，全 て の

公 園 施 設 （ 遊

具 ， 管 理 施 設 ，

休 憩 所 等 ）

・ 8 年 間

( 平 成 28 年 度 ～ 平

成 35 年 度 )

・ 柏 市 公 園 施 設 長 寿 命 化 計 画 に 基 づ く ，

長 寿 命 化 対 策 実 施 時 の 推 計 値
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(2) 将来の更新投資費用の推計結果

表 2-2 各 分 野 に お け る 将 来 の 更 新 投 資 費 用 の推計額と現状

の投資額を示しています。

上水道や道路・橋梁などでは，現状の投資額を上回る可能性

があり，インフラの維持管理のために必要となる財源が不足す

る可能性があります。

表 2-2 各分野の更新投資費用の推計のまとめ

分 野

更 新 投 資 費 用 の 推 計 額 現 状 の 投 資 額 （ 新 規 整 備 を 含 む ）

年 平 均 値

(億 円 /年 )

備 考 年 平 均 値

(億 円 /年 )

備 考

上 水 道 38.0 平成28年度～平成37年度

の 10 年間の建設費及び改

良費の平均値

30.7 上水道建設改良費(平成 22 年

度～平成 26 年度)の平均値

下 水 道 7.0 平成28年度～平成37年度

の 10 年間の改築事業費の

平均値

21.2 下水道事業費（市建設）（平成

17 年度～平成 26 年度）の平均

値

道 路 ・

橋 梁

21.4 平成28年度～平成67年度

の 40 年間の維持管理費の

平均値

20. 8 1 ) 普通建設事業費（道路・橋梁，

街路）（平成 17 年度～26 年度）

の平均値9.2 2 )

公 園 0.6 平成28年度～平成35年度

の長寿命化事業費の平均

値

19. 3 1 ) 普通建設事業費（公園）（平成

17 年度～26 年度）の平均値
3.8 2 )

計 67.0 64 . 9～ 92

1)用地取得費含む，2)用地取得費除く

※雨水排水施設については，事後保全の考え方に基づき管理を行っています。

(3) インフラ施設の総量抑制

インフラ施設については，将来の更新投資費用が現状の投資

額を上回る可能性がありますが，当面の間，総量を縮減してい

くことは難しいと考えられます。

このため，施設の長寿命化などによるコストの抑制や更新投

資の平準化などの取組により対応する考えです。

(4) 平成２８年度の取組み

柏市公共施設等総合管理計画「基本方針編」の策定を進める

中で，各分野の取組みを精査し，調整を図っていきます。


